
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども部会（案）について 

 

子育て支援室 

資料２ 



令和 4年度和泉市児童発達支援ネットワーク会議 

実務者会議（医療的ケア児の協議） 

 

【参加機関】 

庁外関係機関 

医療 大阪母子医療センター 

保健 大阪府和泉保健所 

教育 大阪府立岸和田支援学校 

庁内関係機関 

教育 教育委員会 教育こども部 学校教育室 人権教育担当 

保育 
教育委員会 教育こども部 こども未来室 幼保育成担当 

教育委員会 教育こども部 こども未来室 幼保運営担当 

保健 子育て健康部 健康づくり推進室 健康増進担当 

福祉 

福祉部 障がい福祉課 

子育て健康部 子育て支援室 こども支援担当 

子育て健康部 子育て支援室 こども支援担当 

 

●第１回：令和 4年９月１日（木） 

 

●第２回：１０月６日（木） 

   

●第３回１２月７日（水） 

【案件】 

保護者向け小児在宅生活支援地域連携シート（案）の検討 

 

●第 4回：令和 5年 2月 8日（水） 

【案件】 

１．「医療的ケア児 保護者向けガイド（仮）〇〇帳」の作成について 

２．今後の「医療的ケア児の協議」の進め方について 

 

テーマ案：ガイドブック完成案内（相談支援事業所との交流） 

医療的ケア児対応ができる相談支援事業所等を増やす 

災害時の対応に向けて（福祉避難所など） 

学校の看護師確保（この協議の場で解決することは難しい） 

  進め方案：今年度の参加機関で協議する。テーマによって参加機関を増やす。 

テーマによって作業部会的に取り組む。 

 

 

 



【社会資源】 
 

優先順位：１位 
 
●すぐに取り組める 
アプローチできる 

障がい児支援の課題（協議会委員からのヒアリング意見）整理の結果 

学校と連携しにくい 

学校と相談支援事
業所の連携 

学校卒業準備に向
けた支援 

不登校→就労 

相談するところがわ
からない 

学校での支援内容
を知りたい（個人情

報の壁） 

情報がわかりにくい 

児の社会資源が見
えにくい・わかりにく
い・共有できていな

い 

【教育関係】 
優先順位：1位 

●福祉と教育が話す場
がない 
●学校の障がい特性
理解と支援を進めてほ
しい 

相談支援事業所の
質の向上 

相談支援事業所と
通所事業所との交
流機会がない 

障がい特性に応じた
相談支援事業所が

ない 

児の相談窓口が 
わからない 

【相談支援関係】 

経験談を聴く機会が
ない 

本人と親の思いの 
ズレ 

当事者（保護者等）
同士が話す場が 

ない 

【セルフヘルプ 
グループ】 

放課後等デイと就労
支援事業所がお互
いの活動内容を知る

機会がない 

事業所の第三者評
価（良い所が評価さ

れるしくみ） 

本人の状態によって
利用できるレスパイ

ト先がない 

体験・経験する機会
が少ない 

体験・経験不足で 
就労イメージが 
つかない 

地域の障がい理解
（災害時など） 

教育機関・医療機関
が協議会委員に
入っていない 

【政策】 

【課題整理会議の参加】 
・大谷会長 
・和泉市社会福祉協議会地域福祉課 
・和泉市心身障がい児（者）手をつなぐ親の会    
・和泉市就労支援部会  
・和泉市地域生活支援拠点部会  



障がい児支援の課題整理

支援の継続ツール「わたしノート」など

乳幼児期 学齢期（小学校・中学校・高校） 成人期

ライフステージ内の

関係機関の連携
ライフステージ内の関係機関の連携

引継ぎでの関係

機関との連携

・学校卒業準備に向けた支援

・支援学校との連携（就労関係事業所

との連携、支援学校の支援内容が知り

たい）

・学校、放課後等デイ、計画相談、就労

事業所等の個別支援計画等のすり合

わせ

・放課後等デイサービスから就労事業

こども→大人への移

行

・他機関と「支援学級と

は」の共有

・支援学校への引継ぎ ・学校と連携しにくい（個人情報の壁）

・学校と相談支援事業所の連携

・支援学級と療育機関の支援方法の共有

・放課後等デイサービスを知りたい（学校）

・学校と保育所等訪問との連携

・地域の学校から支援学校への引継ぎ連携

・支援学校との情報共有・連携

・就学後の相談窓口が不明確（保護者支援、情報不足）

・支援級籍でない児童生徒のサービス利用

・不登校・引きこもりの課題

・不登校→就労（相談するところがわからない）

・養育がしんどく個別支援の関わりが求められるケース

（保護者支援）

教育機関と福祉の連携【教育関係】

・相談支援のスキルアップ（質の向

上）

・継続的な課題抽出のしくみ

・障がい特性に応じた相談支援事業

所がない

・本人と親の思いのズレ

・相談支援と通所事業所、就労関係

事業所との交流

【相談支援関係】

・障がい児通所事業所

の質の向上

・事業所の第三者評価

（良い所が評価される

仕組み）

・放課後等デイサービ

スの個別加算Ⅱの活

通所事業所の質の向

・情報がわかりにくい、共有できていない

・体験、経験する機会が少ない

・短期入所の利用

・本人の状態によって利用できるレスパイト先がない

・放課後等デイサービスと就労関係事業所がお互いの活動内容を知る機会がない

・サービス利用方法や事業所についての情報が不足している（保護者等、関係機

関）

・年齢により発達専門病院の受診先がない

・子育て支援室と障がい福祉課の窓口連携

児・者連携、情報の可視化

【社会資源】
・当事者（保護者等）同士が話す場がな

い

・将来を見すえた情報が不足（予後、就

・地域の障がい理解（災害時など）

・教育機関・医療機関が協議会委員に

入っていない

【政策】

【セルフヘルプグループ】

・発達に気がかりがあった時の

保護者の相談先が周知できてい

ない

・ふたば幼児教室の通室期間が

短い（児の発達課題について認

識ができにくい、児の状況にあっ

た就園先の選択ができない）

・親が就労している場合、療育を

うける機会がない

・はつがの園の児童発達支援セ

ンターの機能

・はつがの園に途中入所できな

い（すでに地域保育できる子ども

が入所している）

・並行通所、はつがの園から地

域の保育園等への移行

・保育園と事業所との連携（療育

の必要性）

未就学児の課題

引継ぎでの関係

機関との連携


